
目

令和 7年度予算見積調書(2月補正予算) 課室名:

説明事業

医療人材課
担当名: 看護・医療人材担当

内線: 3546 (単位：千円)
会計

S66 看護師等育英奨学金貸与費 一般会
計

衛生費 医薬費
項

保健師等指導
管理費

看護師等育英奨学金貸与費
番号 事業名

事 業
期 間

昭和38年度～ 根 拠
法 令

埼玉県保健師、助産師、看護師及び准看護師修学資金貸与条
例、埼玉県看護師等育英奨学金貸与条例

款

針路 03
分野施策 0304

１　事業概要 ５　事業説明
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　看護学生の経済的支援を行うとともに、看護師の県内
定着を促進するため、看護学生に対し奨学金の貸与を実
施する。

　イ　育英奨学金
　　　奨学金の貸与者数が当初の見込みを下回ったこと
　　による減額　　　　　　　　　　△5,349千円

　エ　債権管理費用
　　　奨学金の貸与者数が当初の見込みを下回ったこ
　　による事務費の節減　　　　　　　 △57千円

（１）事業内容
　　ア　修学資金                                                     0千円
　　　　平成23年度をもって貸付終了。貸付金の返還のみ。
　　イ　育英奨学金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　 22,140千円　→　16,791千円
　　　　看護師等養成施設に在学している者に対し、育英奨学金を貸与。
　　 (ｱ) 看護師（民間立）[年額540,000円]・・・33名（新規14、継続19）
     (ｲ) 看護師（国公立）[年額270,000円]・・・ 0名（新規 0、継続 0）
     (ｳ) 准看護師　　　　[年額360,000円]・・・12名（新規 7、継続 5）
　　ウ　システム運用費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　462千円
        資金管理のために開発したシステムの維持管理経費
　　エ　債権管理費用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　473千円　→　416千円
　　    滞納整理や支払督促に係る切手代等

（２）事業計画
　　　貸与人数（見込み）　新規貸与：21名、継続貸与：24名

（３）事業効果
　　　県内の看護師等養成施設に在学する者で経済的な理由により修学が困難な者に対して、その修学を容易に
　　することができる。
　　　将来県内において看護職員の業務に従事することが確実である者に対し、育英奨学金を貸与することで、
　　看護職員の県内定着の促進を図ることができる。
　　【活動指標（アウトプット）】貸与を受けることにより看護師等養成施設で就学が可能となる学生数　約５０名
　　【成果指標（アウトカム）】　奨学金の貸与を受け、卒業後県内に就業する看護職員数　　　　　　　約２５名

（４）補正の概要
　　　イ　育英奨学金　奨学金の貸与者数が当初の見込みを下回ったことによる減額　△5,349千円
　　　エ　債権管理費用　事務費の節減に伴う減額　　　　　　　　　　　　　　　　　 △57千円

２　事業主体及び負担区分
（県10/10）

３　地方財政措置の状況
　普通交付税（単位費用）
（区分）衛生費（細目）医療行政費
（細節）看護師・保健師・助産師費
（積算内容）看護師等修学資金補助

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×1.5人＝14,250千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
補正後の
予算額諸 収 入

決定額 △5,406 △5,406

現計額 23,075 27,979 △4,904

― 保健医療部 66 ―

介護・医療体制の充実

0 17,669

医師・看護師確保対策の推進



 

事業名

単位事業名 予算額 △ 5,349千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

諸収入・ △5,349 ― 看護師等育英奨学金貸付金元金収入
医薬費貸付金元利収入

合計 △5,349 ―

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

貸付金 △5,349 ― 看護師等育英奨学金の貸付の減　14人分

合計 △5,349 ―

単位事業名 予算額 △ 57千円

　
○歳入 （単位：千円）

款・節 補正予算額 対前年度増減額

諸収入・ △57 ― 看護師等育英奨学金貸付金元金収入
医薬費貸付金元利収入

合計 △57 ―

　

主な内容

事業内訳書

看護師等育英奨学金貸与費

育英奨学金

主な内容

主な内容

債権管理費用



 

 

単位事業名 予算額 △ 57千円

　
○歳出 （単位：千円）

節 補正予算額 対前年度増減額

旅費 △8 ― 事務費の節減に伴う減

需用費 △14 ― 事務費の節減に伴う減

役務費 △35 ― 事務費の節減に伴う減

合計 △57 ―

債権管理費用

主な内容


